








　2017 年６月 19 日、韓国の文在寅大統領は「脱原発」を宣言し、「新規の原発建設計画は全面


































の韓国の第一次エネルギー消費量は 295.9 百万 toe であった。割合が大きい順に、石油が 129.3
百万 toe で 42.7％、石炭が 86.3 百万 toe で 28.5％、天然ガスが 42.4 百万 toe で 14.3％、原子力が
33.6 百万 toe で 12.8％、再生エネルギーが 3.6 百万 toe で 1.5％、水力が 0.7 百万 toe で 0.2％とな
る。
　また、総発電量は 540,441 GWh であり、図２は、2016 年度電力におけるエネルギー源別の
割合を示している。石炭が 213,803 GWh で 39.6％と一番高く、次に原子力が 161,995 GWh で
30.0％、LNG が 120,852 GWh で 22.4％、石油が 14,221 GWh で 2.6％、再生エネルギーが 22,936 


























は、６基の新規建設を白紙化し、老朽化した発電所の 10 基（発電量 8.5GW）の寿命延長を中
止することを発表した。これにより、2017 年度基準の原子力発電所の 24 基（発電量 22.5GW）
が、2030 年までには 18 基（発電量 20.4GW）へと減る予定である。石炭発電所の場合は、老
朽化した発電所７基（発電量 2.8GW）を廃止し、６基は LNG へと転換、そして７基（発電量
7.3GW）の新規建設を計画している。新・再生エネルギーの場合は、太陽光と風力を中心にして
2017 年度基準 11.3GW の発電量が 2030 年までには 58.5 GW へとなるよう、発電量 47.2 GW とい
う大規模な新規建設を計画しており、新・再生エネルギーの拡充に力をいれようとしている。さ
らに、分散型電源にインセンティブを強化することを定め、計画としては 2017 年度の 11.2％か
ら、2030 年には 18.4％への増加を目標としている。
　第 8 次電力需給基本計画（2017 年～ 2031 年）によると、原子力発電量は、2017 年の 30.3％か
ら 2030 年は 23.9％へ、石炭発電量の場合は、2017 年の 45.4％を 2030 年には 36.1％へ、新・再
生エネルギーの発電量は、2017 年の 6.2％から 20.0％へと割合が変化することになる（表１）。
　「脱原発」のためにも、エネルギーシフトは積極的に推進するべきである。徐（2017）は、原





























年度 原子力 石炭 LNG 新・再生エネルギー その他 合計
2017 30.3％ 45.4％ 16.9％ 6.2％ 1.2％ 100％







うためにどのくらい LNG 量を増やすべきかを検討した。シナリオの一つは石炭発電量を 20％削
減し、原子力発電量を 10％削減するものであり、もう一つは石炭発電量を 20％削減し、原子力
発電量を 20％削減する案であり、それぞれについてシミュレーションを行った。その結果、前








































































































(5) 電力産業の構造改編についての海外諮問機関として、アメリカの Andersen Consulting 社、FEMA Consulting、
イギリスの Schroder 社、NERA、豪州の Freehill Hollingdale & Page 社が選定された。




１）第１段階 （1999 年１月～ 2001 年４月）
　発送配電を独占した形であり、一部の民間資本の独立発電事業者（Independent Power 
Producer、以下 IPP）が KEPCO に電力を供給する。このとき、取引に導入される予定の CBP
の事前試験が行われた。
２）第 2 段階（発電競争段階）



























































. 2 段階 




























４）第 4 段階（小売競争段階） （2009 年～）
　2009 年には、一般消費者が発電会社を直接選ぶことができるようにする。すなわち、本格的
な電力自由化が行われる。


























既存 IPP 直取引 
入札購買 
    配電会社 配電会社 
入札購買 
大容量需要家 消費者 消費者 
　　　（出所）産業資源部（1999）『電力産業の構造改編の基本計画』p.6.





















    IPP 発電子会社 
入札販売 
電力入札市場 





































者の間での競争は制限されている。価格決定については、2001 年から 2006 年までは、SMP と
BLMP で市場価格が決定されていた。ところが市場価格制度の変化により、2013 年以降は、適
用の対象によって、MP と PC の最小価格、MP、そして SMP に分けて市場価格が決定されるよ





























(10) 中央給電発電機とは、設備容量が 2 万 kW 以上で、発電の入札をすると同時に給電指示に従って稼動ができる
発電機のことをいう。 

















































　表３は、電力精算単価（2001 年～ 2018 年）である。電力自由化後、その他を除き、発電子会
社の精算単価が徐々に上がっていることがわかる。2012 年頃の電力の精算単価が一番高く、そ
の後、少しずつ下がる傾向が見えるのだが、再び単価が上がっている。韓国水力原子力は、2001
年の 39.8 ウォン/kWh から、2007 年には 39.9 ウォン/kWh に、2012 年には 45.1 ウォン/kWh
に、さらに 2018 年には 64.3 ウォン/kWh に上がってきた。しかし、５つの発電子会社の精算価













2001 39.8 49.0 51.1 58.1 51.6 56.3 69.4
2002 39.7 48.5 51.4 55.2 50.4 55.8 61.2
2003 43.4 48.8 57.3 58.3 57.6 56.4 303.0
2004 39.8 46.5 55.4 55.9 58.4 58.5 69.1
2005 39.4 48.8 61.2 60.6 63.1 61.1 79.1
2006 38.5 47.3 65.6 64.9 70.4 61.7 95.1
2007 39.9 50.0 70.0 65.7 73.9 62.6 98.4
2008 39.8 63.5 87.5 81.1 95.1 80.3 145.3
2009 36.2 64.7 84.3 86.3 87.7 78.9 124.2
2010 40.6 70.0 89.7 92.9 89.5 85.1 129.0
2011 42.8 74.2 97.3 98.0 101.5 91.9 134.7
2012 45.1 75.3 108.2 109.7 113.6 106.3 167.4
2013 45.4 67.4 101.3 102.4 108.2 97.3 159.5
2014 59.5 691 99.2 100.8 110.5 92.3 149.8
2015 65.0 73.5 88.4 91.1 92.9 86.6 116.9
2016 68.9 71.6 84.4 85.6 86.7 84.6 91.9
2017 62.2 76.4 87.5 91.6 91.0 91.9 100.6




所が 49.0 ウォン/kWh、中部発電所が 51.1 ウォン/kWh、西部発電所が 58.1 ウォン/kWh、南部
発電所が 51.6 ウォン/kWh、東西発電所が 56.3 ウォン/kWh で、５つの発電所子会社の中では南
東発電所が一番低く、西部発電所が一番高かった。この傾向はあまり変わらないが、精算単価は





化が行われた直後の 2003 年に 303 ウォン/kWh で、５つの発電所子会社の平均精算単価である
55.7 ウォン/kWh と比べると 5.4 倍に単価が上がっていることがわかる。その翌年からは逆に単
価が下がり、また徐々に上がっていくのだが、KEPCO の発電所子会社と比べても韓国水力原子
力を始めとした５つの発電所子会社より精算単価が高く位置づけられているといえる。
　確かに、電力自由化の直後は KEPCO の場合は赤字を抱えていたが、IPP は大きな収益を得た



































































BP, Statistical Review of World Energy 2018
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